
１．基本情報

２．独立役員・社外役員の独立性に関する事項

a b c d e f g h i j k l
該当
なし

1 社外取締役 ○ 　 ○ 有

2 社外取締役 ○ 　 △ 有

3 社外取締役 ○ 　 ○ 有

4 社外取締役 ○ ○ 有

5 社外取締役 ○ ○ 有

6 社外取締役 ○ ○ 有

7 社外監査役 ○ ○ 有

8 社外監査役 ○ ○ 有

9 社外監査役 ○ 　 ○ 有

３．独立役員の属性・選任理由の説明

1

2

3

4

5

6

7

御立 尚資

中村 太

片岡 麻紀

社外取締役／
社外監査役

独立役員氏名

安藤 隆春

主に内閣府審議官をはじめとする行政機関の要職を歴任した豊富な経験と金融行政及
び渉外に関する幅広い見識を有していることから、当社グループのコーポレート・ガ
バナンスの一層の強化のために、客観的な視点から業務執行に関する助言及び意見を
いただくことを期待し、社外取締役として選任しています。また、東京証券取引所の
独立性に関する判断基準を踏まえて策定した当社独自の独立性基準に基づいて、十分
な独立性を有すると判断し、独立役員に指定しています。

京都大学経営管理大学院の特別教授であり、当社は同大学に対して同大
学が開催するイベントの参加費の支払を行っていますが、2024年度にお
けるその割合は、当社売上原価並びに販売費及び一般管理費の合計額の
１％未満です。

主に経営コンサルタントとしての専門知識や経験から、当社の経営に対する助言及び
意見をいただくことを期待し、社外取締役として選任しています。また、東京証券取
引所の独立性に関する判断基準を踏まえて策定した当社独自の独立性基準に基づいて
、十分な独立性を有すると判断し、独立役員に指定しています。

主にグローバルに事業を展開する企業での実務経験に基づく財務及び会計に関する専
門的な知識並びに常勤監査役を歴任した経験を当社の監査体制に活かしていただきた
いため、社外監査役として選任しています。また、東京証券取引所の独立性に関する
判断基準を踏まえて策定した当社独自の独立性基準に基づいて、十分な独立性を有す
ると判断し、独立役員に指定しています。

羽深 成樹

主に海外の独立系アセットマネジメントにおける投資家として、日本企業及び当社を
長年にわたり見てきた経験と、コーポレートファイナンスに関する豊富な知識を有し
ていることから、当社の企業価値を向上させるための経営に対する助言及び意見をい
ただくことを期待し、社外取締役として選任しています。また、東京証券取引所の独
立性に関する判断基準を踏まえて策定した当社独自の独立性基準に基づいて、十分な
独立性を有すると判断し、独立役員に指定しています。

主にハーバード大学経営大学院教授及びインターネット関連ビジネスを営む米国上場
企業の社外取締役等を務めた豊富な経験と、企業のデジタルトランスフォーメーショ
ン及び文化変容に関する研究や世界各国の企業に対する助言を通じて得た幅広い見識
を有していることから、当社のグローバル展開及びデジタル・ＡＩの取組を加速させ
るための助言及び意見をいただくことを期待し、社外取締役として選任しています。
また、東京証券取引所の独立性に関する判断基準を踏まえて策定した当社独自の独立
性基準に基づいて、十分な独立性を有すると判断し、独立役員に指定しています。

主にインターネット業界及び企業経営に関する専門的な知識や幅広い経験から、当社
の経営に対する助言及び意見をいただくことを期待し、社外取締役として選任してい
ます。また、東京証券取引所の独立性に関する判断基準を踏まえて策定した当社独自
の独立性基準に基づいて、十分な独立性を有すると判断し、独立役員に指定していま
す。

独 立 役 員 届 出 書

異動内容
本人の
同意

異動（予定）日

役員の属性（※２・３）

会社名

提出日 2025/03/05

独立役員届出書の
提出理由

番号

2025/03/28

コード楽天グループ株式会社 4755 

・各役員の属性、該当状況についての説明及び選任の理由を更新したため。

Sarah J. M. Whitley

Tsedal Neeley

Charles B. Baxter

山口 勝之

該当状況についての説明（※４）

株式会社アミューズの社外取締役であり、当社は同社に対して楽曲使用
料の支払を行っていますが、2024年度におけるその割合は、当社売上原
価並びに販売費及び一般管理費の合計額の１％未満です。

2018年4月まで当社の株式を保有する機関投資家の業務執行者（使用人
）として勤務していました。

選任の理由（※５）番号

主に警察庁長官等の警察組織の要職を歴任した豊富な経験と幅広い見識を有している
ことから、当社グループのコーポレート・ガバナンス、コンプライアンス及びリスク
管理の一層の強化のために、客観的な視点から業務執行に関する助言及び意見をいた
だくことを期待し、社外取締役として選任しています。また、東京証券取引所の独立
性に関する判断基準を踏まえて策定した当社独自の独立性基準に基づいて、十分な独
立性を有すると判断し、独立役員に指定しています。

独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定している（※１）
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４．補足説明

※１ 社外役員のうち、独立役員の資格を充たす者の全員について、独立役員として届け出ている場合には、チェックボックスをチェックしてください。
※２ 役員の属性についてのチェック項目

　a．上場会社又はその子会社の業務執行者
　b．上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与（社外監査役の場合）
　c．上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役
　d．上場会社の親会社の監査役（社外監査役の場合）
　e．上場会社の兄弟会社の業務執行者
　f．上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者
　g．上場会社の主要な取引先又はその業務執行者
　h． 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家
　i． 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）
　j． 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）
　k． 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）
　l． 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）
以上のa～lの各項目の表記は、取引所の規則に規定する項目の文言を省略して記載しているものであることにご留意ください。

※３ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」を表示してください。
近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」を表示してください。

※４ a～ｌのいずれかに該当している場合には、その旨（概要）を記載してください。
※５ 独立役員の選任理由を記載してください。

主に公認会計士としての幅広い知見と豊富な経験、また財務、会計及び内部統制に関
する専門家としての見地を当社の監査体制に活かしていただきたいため、社外監査役
として選任しています。また、東京証券取引所の独立性に関する判断基準を踏まえて
策定した当社独自の独立性基準に基づいて、十分な独立性を有すると判断し、独立役
員に指定しています。

主に弁護士としての幅広い知見と豊富な経験、また企業法務の専門家としての見地を
当社の監査体制に活かしていただきたいため、社外監査役として選任しています。ま
た、東京証券取引所の独立性に関する判断基準を踏まえて策定した当社独自の独立性
基準に基づいて、十分な独立性を有すると判断し、独立役員に指定しています。

当社は、透明性の高い経営と強固な経営監督機能を確立し、企業価値の向上を図るため、当社の社外役員の中から、独立役員を選定するに当たり、
原則として、以下のいずれにも該当しない者を独立性を有する者と判断しています。
a. 当社を主要な取引先とする者若しくはその業務執行者（※１）又は当社の主要な取引先（※２）若しくはその業務執行者
b. 当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、
　 組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）
c. 当社の総議決権の10％以上を実質的に有する者又はその業務執行者
d. 最近においてａからｃまでのいずれかに該当していた（※３）者
e. 以下に掲げる者（重要でない者を除く。）の近親者
　① 上記ａからｄに掲げる者
　② 当社子会社の業務執行者
　③ 当社子会社の業務執行者でない取締役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）
　④ 最近において、上記②若しくは③又は当社の業務執行者（社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては、業務執行者でない取締役を含む。）
　 　に該当していた者

※１：会社法施行規則第２条第３項第６号の業務執行者をいい、業務執行取締役のみならず使用人も含む。
※２：当社との取引額等を基準とし、当社からの支払額が当社売上原価並びに販売費及び一般管理費の合計額の１％以上を占める場合をいう。
※３：当該独立役員を社外取締役又は社外監査役として選任する株主総会の議案の内容が決定された時点において、ａからｃまでのいずれかに
　　 該当していた等、実質的に現在と同視できるような場合をいう。

西村あさひ法律事務所・外国法共同事業のパートナー弁護士であり、西
村あさひ法律事務所・外国法共同事業は当社に対して役務提供等の取引
関係がありますが、2024年度におけるその割合は、当社売上原価並びに
販売費及び一般管理費の合計額の１%未満です。
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